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原
発
の
リ
ス
ク
が
依
然
残
る
な
か
、

震
災
復
旧
に
必
要
な
第
１
次
補
正

予
算
編
成
が
、
国
債
発
行
を
回
避
す
る
形

で
策
定
さ
れ
始
め
た
。
今
後
、
議
論
の
焦

点
は
中
期
的
な
復
興
に
移
っ
て
い
く
。
復

興
プ
ラ
ン
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
地
元

の
意
向
を
尊
重
し
つ
つ
も
、
全
く
新
た
な

ま
ち
づ
く
り
と
い
う
観
点
か
ら
、（
冷
た
い

言
い
方
だ
が
）
土
地
所
有
と
い
う
私
権
や

ノ
ス
タ
ル
ジ
ー
を
乗
り
越
え
る
も
の
に
す

る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
住
民

を
説
得
す
る
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
、
プ
ラ

ン
を
実
行
に
移
す
財
源
が
必
要
に
な
る
。

　

財
源
と
し
て
は
、
核
と
な
る
公
的
資
金

に
民
間
資
金
を
組
み
合
わ
せ
る
仕
組
み
が

必
要
だ
。
公
的
資
金
の
調
達
方
法
に
つ
い

て
、
税
制
で
の
対
応
の
必
要
性
と
具
体
的

課
税
の
方
法
を
論
じ
て
み
た
い
。

歳
出
削
減
に
期
待
し
す
ぎ
な
い

　

復
興
財
源
に
限
ら
ず
、
財
源
と
い
う
も

の
は
常
に
、
歳
出
削
減
、
国
債
発
行
、
増

税
の
３
つ
、
あ
る
い
は
そ
の
組
み
合
わ
せ

で
あ
る
。
こ
こ
数
年
、
特
別
会
計
の
積
立

金
と
い
っ
た
〝
埋
蔵
金
〞
探
し
が
行
わ
れ

て
き
た
。
こ
れ
は
一
時
的
な
財
源
と
い
う

だ
け
で
な
く
、
年
金
な
ど
将
来
的
な
支
出

に
充
て
る
財
源
に
も
手
を
つ
け
て
お
り
、

本
質
は
国
債
発
行
と
何
ら
変
わ
ら
な
い
。

埋
蔵
金
議
論
は
問
題
の
先
送
り
（
つ
ま
り

時
間
の
浪
費
）
に
す
ぎ
な
い
。

　

さ
て
、
ま
ず
歳
出
削
減
か
ら
始
め
る
と

い
う
点
に
つ
い
て
は
、
異
論
の
な
い
と
こ

ろ
で
あ
る
。
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
見
直
し
だ

け
で
な
く
、
社
会
保
障
費
へ
の
切
り
込
み

も
必
要
と
な
る
。
も
っ
と
も
、
過
剰
な
期

待
を
持
ち
込
む
と
、
財
源
の
ス
キ
ー
ム
作

り
が
遅
れ
た
り
、
最
終
的
に
穴
が
あ
い
た

り
し
か
ね
な
い
。

　

次
に
国
債
発
行
で
あ
る
。
日
本
経
済
が

深
刻
な
打
撃
を
受
け
て
い
る
と
き
に
、
経

済
回
復
の
足
を
引
っ
張
る
増
税
は
避
け
る

べ
き
だ
と
い
う
こ
と
が
論
拠
に
な
っ
て
い

る
。
し
か
し
、
復
興
が
本
格
的
に
始
ま
れ

ば
、そ
の
分
、需
要
は
増
加
す
る
わ
け
で
、

増
税
即
経
済
回
復
の
遅
れ
に
は
な
ら
な

い
。
１
９
９
０
年
の
東
西
ド
イ
ツ
統
合
時

も
、
東
ド
イ
ツ
の
経
済
復
興
の
た
め
増
税

が
行
わ
れ
た
が
、
復
興
需
要
が
出
て
く
る

と
経
済
は
過
熱
し
た
。

　

警
戒
す
べ
き
は
、
先
進
国
最
悪
の
財
政

事
情
の
下
で
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革

も
先
行
き
不
透
明
な
な
か
、
安
易
な
国
債

増
発
が
、
欧
州
諸
国
を
襲
っ
て
い
る
国
際

投
機
マ
ネ
ー
の
格
好
の
餌
食
に
な
る
リ
ス

ク
で
あ
る
。
ま
し
て
や
日
銀
引
き
受
け
な

ど
彼
ら
に
日
本
国
債
売
り
の
材
料
と
な
る

弱
み
を
見
せ
て
は
な
ら
な
い
。

　

そ
こ
で
、
当
面
は
復
興
国
債
の
発
行
に

よ
る
も
の
の
、
そ
の
償
還
は
期
限
を
区
切

り
、
時
限
的
な
増
税
に
よ
り
対
応
す
る
必

要
が
あ
る
。

消
費
税
で
は
ど
さ
く
さ
紛
れ

　

具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な
方
法
が
適
切

か
、
既
に
表
明
さ
れ
て
い
る
増
税
案
に
つ

い
て
、
見
解
を
述
べ
て
み
た
い
。

　

ま
ず
、消
費
税
率
の
引
き
上
げ
で
あ
る
。

メ
リ
ッ
ト
は
、
１
％
引
き
上
げ
で
２
・
５

兆
円
と
い
う
多
額
の
税
収
が
入
っ
て
く
る

こ
と
、
さ
ら
に
、
近
い
将
来
社
会
保
障
・

税
一
体
改
革
の
中
で
予
定
さ
れ
て
い
る
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
に
引
き
継
ぐ
こ
と
が

可
能
で
あ
る
こ
と
の
２
つ
で
あ
る
。

　

デ
メ
リ
ッ
ト
は
、
消
費
税
率
を
引
き
上

げ
る
と
、
震
災
地
域
の
人
々
に
も
負
担
増

と
な
る
ば
か
り
か
、
低
所
得
者
に
よ
り
多

く
の
負
担
と
な
る
逆
進
性
が
あ
る
点
で
あ

る
。
そ
の
人
た
ち
に
は
還
付
す
る
（
い
わ

ゆ
る
給
付
付
き
税
額
控
除
）
方
法
も
あ
る

が
、
東
京
な
ど
他
地
域
に
避
難
し
た
人
へ

の
還
付
を
ど
う
す
る
か
な
ど
、
税
・
社
会

保
障
の
番
号
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
な
い

状
況
下
で
は
、
や
り
よ
う
が
な
い
。

　

ま
た
、
震
災
復
興
の
た
め
の
時
限
的
な

税
率
引
き
上
げ
が
終
了
し
た
ら
、
直
ち
に

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
の
下
で
の
消
費

税
率
引
き
上
げ
に
切
り
換
え
る
と
い
う
考

え
方
は
、
国
民
か
ら
見
れ
ば
、
ど
さ
く
さ

に
紛
れ
て
の
増
税
と
い
う
印
象
を
与
え
る

の
で
は
な
い
か
。
社
会
保
障
・
税
一
体
改

革
は
、
ど
こ
ま
で
の
規
模
の
政
府
が
望
ま

政府の「復興構想会議」では震災復興
税の創設が議論されている

震
災
復
興
財
源
は

所
得
税
と
法
人
税
の
付
加
税
で
調
達
せ
よ

時
限
増
税
で
連
帯
示
す

償
還
の
メ
ド
な
き
国
債
発
行
で
は
、
投
機
マ
ネ
ー
に
襲
わ
れ
る
。
増
税
の
各
手

法
に
つ
い
て
、
合
意
形
成
や
コ
ス
ト
の
面
か
ら
実
現
可
能
性
を
検
証
す
る
。
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震災と復興
し
い
か
と
い
う
、
日
本
の
国
の
在
り
方
を

決
め
る
大
問
題
な
の
で
、
別
途
の
議
論
を

踏
ま
え
て
行
う
こ
と
が
筋
で
あ
る
。

　

次
に
、
法
人
税
増
税
で
あ
る
。
こ
れ
に

つ
い
て
、
２
０
１
１
年
度
税
制
改
革
に
よ

る
法
人
税
減
税
を
取
り
や
め
る
べ
き
だ
と

い
う
声
が
あ
る
が
、
こ
れ
は
安
易
な
発
想

で
は
な
い
か
。
11
年
度
の
法
人
税
改
正
案

は
「
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
を
し
つ
つ
税
率

を
引
き
下
げ
る
」
と
い
う
税
制
改
革
哲
学

に
沿
っ
た
も
の
で
、
税
率
５
％
の
引
き
下

げ
（
減
収
額
１
兆
２
０
０
０
億
円
）
と
課

税
ベ
ー
ス
の
拡
大
（
増
収
額
５
８
０
０
億

円
）
と
が
セ
ッ
ト
（
ネ
ッ
ト
の
減
収
額
は

６
０
０
０
億
円
強
）
で
あ
る
。
日
本
の
雇

用
の
空
洞
化
の
防
止
を
主
た
る
目
的
と
し

た
税
率
引
き
下
げ
を
含
む
も
の
で
、廃
止・

凍
結
で
は
な
く
、
き
ち
ん
と
実
施
す
べ
き

だ
。
一
方
で
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
個
人

所
得
税
の
増
税
と
の
公
平
の
観
点
か
ら
別

途
負
担
増
を
求
め
る
必
要
が
あ
る
。

需
要
に
応
じ
て
税
率
設
定

　

残
る
の
は
、
個
人
所
得
税
で
あ
る
。
所

得
税
は
、
そ
も
そ
も
能
力
に
応
じ
て
累
進

的
に
負
担
を
求
め
て
い
る
の
で
、
そ
の
機

能
を
活
用
す
れ
ば
、
日
本
国
民
か
ら
能
力

に
応
じ
て
追
加
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
可

能
で
あ
る
。
被
災
者
に
も
負
担
増
に
な
る

と
い
う
反
対
論
が
あ
る
が
、
消
費
税
に
比

べ
て
は
る
か
に
そ
の
度
合
い
は
小
さ
い
。

ち
な
み
に
、
所
得
税
収
全
体
に
占
め
る
、

被
災
地
（
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、

福
島
県
、
茨
城
県
の
合
計
）
の
納
付
所
得

税
の
比
率
は
、
09
年

度
ベ
ー
ス
で
４
％
未

満
と
小
さ
い
。

　

と
こ
ろ
で
、
所
得

税
の
納
税
義
務
者

は
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

だ
け
で
は
な
く
、
個

人
事
業
者
が
含
ま
れ

る
。
法
人
形
態
で
事

業
を
す
る
場
合
と
の

負
担
の
公
平
性
を
考

え
る
と
、
法
人
所
得

に
も
同
じ
税
率
・
方

法
で
負
担
を
求
め
る

必
要
が
あ
る
。

　

所
得
税
に
追
加
負

担
を
求
め
る
場
合
に

は
、
ド
イ
ツ
統
合
の
際
の
「
連
帯
税
」
が

参
考
に
な
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
所
得
税
・

法
人
税
の
体
系
は
変
え
ず
、
税
率
に
７
・

５
％
（
現
在
は
５
・
５
％
）
の
上
乗
せ
を

行
う
付
加
税
（
サ
ー
チ
ャ
ー
ジ
）
方
式
が

と
ら
れ
た
。
復
興
資
金
需
要
に
応
じ
、
税

率
を
柔
軟
に
設
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ

と
や
、
仕
組
み
が
簡
素
な
の
で
、
納
税
者

と
税
務
当
局
双
方
の
コ
ス
ト
が
最
小
と
い

う
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
付
加
税
は

日
本
で
も
、
91
年
度
に
、
湾
岸
戦
争
の
拠

出
金
負
担
の
た
め
設
け
ら
れ
た
「
法
人
臨

時
特
別
税
」
で
採
用
さ
れ
、
体
験
済
み
で

あ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
新
た
に
課
税
ベ
ー
ス

の
広
い
所
得
税
を
作
り
、
幅
広
く
負
担
を

求
め
る
べ
き
だ
と
い
う
提
言
も

あ
る
。
論
理
的
に
は
中
身
の
あ

る
提
言
だ
が
、
新
税
導
入
に
伴

う
事
務
量
の
増
加
や
源
泉
徴
収

の
問
題
を
考
え
る
と
現
実
的
で

は
な
い
。

　

所
得
税
・
法
人
税
の
付
加
税

と
す
る
場
合
、
所
得
税
・
法
人

税
収
は
合
計
で
20
兆
円
程
度

（
11
年
度
予
算
）
な
の
で
、仮
に

10
％
の
付
加
税
な
ら
毎
年
２
兆

円
の
財
源
が
得
ら
れ
、
復
興
費

用
（
国
費
負
担
分
）
が
10
兆
円

な
ら
５
年
で
償
還
で
き
る
見
通

し
だ
。

　

環
境
税
の
増
税
は
ど
う
か
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
抑
制
と
い

う
観
点
も
踏
ま
え
た
化
石
燃
料
全
体
へ
の

課
税
で
あ
る
。趣
旨
は
説
得
的
で
あ
る
が
、

国
内
の
利
害
関
係
者
か
ら
多
様
な
議
論
が

沸
き
起
こ
り
、
短
時
間
で
の
合
意
形
成
は

難
し
い
。
ま
た
、
原
発
事
故
を
受
け
、
当

面
、
化
石
燃
料
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
こ

と
と
の
政
策
の
整
合
性
を
考
え
る
必
要
も

あ
る
。

　

金
融
資
産
残
高
に
課
税
す
る
資
産
税
を

導
入
す
べ
き
と
の
意
見
も
あ
る
が
、
番
号

制
度
を
導
入
し
た
と
し
て
も
、
銀
行
残
高

ま
で
把
握
す
る
国
は
な
い
し
、
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
の
観
点
か
ら
す
べ
き
で
は
な
い
。
資

産
課
税
に
つ
い
て
は
、
株
式
配
当
・
譲
渡

益
へ
の
課
税
強
化
（
現
在
の
軽
減
税
率
10

％
か
ら
本
来
の
20
％
へ
）
を
、
投
資
の
損

益
通
算
を
し
や
す
く
す
る
金
融
所
得
一
体

課
税
と
セ
ッ
ト
で
行
う
こ
と
で
十
分
だ
。

　

な
お
、
今
後
の
新
た
な
大
災
害
に
備
え

て
、
基
金
を
積
み
立
て
る
こ
と
も
検
討
す

べ
き
だ
。
そ
の
場
合
の
財
源
は
固
定
資
産

税
等
も
候
補
と
な
る
。

　

最
後
に
、
揮
発
油
（
ガ
ソ
リ
ン
）
税
や

た
ば
こ
税
へ
の
追
加
課
税
、
電
気
事
業
者

の
販
売
電
気
に
課
税
す
る
電
源
開
発
促
進

税
の
増
税
な
ど
多
様
な
メ
ニ
ュ
ー
を
総
動

員
す
べ
き
こ
と
も
付
言
し
て
お
き
た
い
。

　

復
興
資
金
は
、「
現
役
世
代
の
負
担
増
で

賄
う
。後
世
代
へ
の
つ
け
回
し
は
し
な
い
」

と
い
う
原
則
を
示
す
こ
と
が
、
国
内
的
に

は
支
援
者
と
被
災
者
の
間
の
連
帯
感
を
強

め
、
国
際
的
に
は
、
日
本
復
興
に
向
け
て

の
強
い
メ
ッ
セ
ー
ジ
に
な
る
。

消費税法人税所得税

揮発油税 相続税

その他

（注）2011年度一般会計予算額
（出所）財務省「2011年度租税及び印紙収入予算額」

所得税・法人税は国の税収の半分を占める
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